
資料１-①

 

審査会常勤委員  脇 田 良 一 

 

Ⅰ．現行試験制度に関する発言 

 

１．平成 15 年改正の趣旨は概ね達成された。 

受験者増により広く素質ある人材に受験してもらう。 

平成７年 10,414 名 

平成 17 年 15,322 名 

平成 21 年 20,443 名    

10 年間 約 5,000 名増 

４年間 約 5,000 名増 

 

２．合格者の水準には変化は無い。 

平成 17 年 1,308 名／15,322 名 

平成 18 年 1,372 名／16,210 名 

平成 21 年 1,916 名／20,443 名 

 

３．平成 18 年合格者 64 名増 

「新試験は期待外れ」の大合唱。 

 

４．２万人を超える受験者の試験実施 

業務は限界（試験会場、試験監督等） 

 

５．試験委員の委嘱に限界（102 名） 

１）大学における管理体制の強化 

２）監査法人の繁忙期との重なり 

３）試験委員適格者の確保の困難 

４）試験委員の作業サポート体制整備の困難 

５）産業界からの協力を得ることが困難 

 

６．短答式試験２回化に伴う困難 

１）試験問題の内容、水準の均質化の困難 

２）試験委員の体力の限界（教育工学による支援） 

３）合格者数の見通しの困難 

 

７．現行試験制度における教授・准教授及び博士号による受験免除の仕組みは

一般受験者との間に著しい不公平を招くことの危惧及びこれらの者に受験

免除をする現行仕組みの不合理性 



Ⅱ 試験制度に対する意見としての発言 

 

１．公認会計士試験は、監査証明業務を業として独占的に執行できる資格を

国家が付与する資格試験である。 

 

２．わが国の企業内の経理の方々の会計実務能力はきわめて高い。この優秀

な技能を認定する権威ある高度技能認定制度を設けてはどうか。 

 

３．企業は採用試験の一部として、特に経理に従事するに適した人材を選抜

する選考を行うこととしてはどうか。理工系技術専攻者に準じて会計系技

術者として入社させるとしてはどうか。 

 

４．公認会計士の資格は、よりグローバルな視点から、国際的な相互承認も

視野に入れて設計し直してはどうか。 

 

５．試験科目自体の見直しを行ってはどうか。 
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【公認会計士試験制度改正の概要】

＜短答式試験＞
（５月末、６月初頃実施）

※注

合格者
免除者 合格

＜ 座学研修 （実務補習）＞

（１～３年）

資格
取得
・

登録

＜論文式試験＞
（８月頃実施）

必須科目 選択（１科目）

日本公認会計士協会による
終了考査の合格が条件

＜監査業界での実務経験 （業務補助）＞

＜経済界等での実務経験 （実務従事）＞

（２年以上）
※試験合格前後不問

・財務会計論
・管理会計論
・監査論
・企業法

・会計学
・監査論
・企業法
・租税法

・経営学
・経済学
・民法
・統計学（ＩＴ）

公告 ２月願書受付 １１月発表 実務教育環境

※注 平成２２年試験から、短答式試験が年２回（１２月と５月）に増える。

平成１８年度
から実施
（２００６年度）

改
正

改
正

試
験
制
度

試
験
制
度

旧
試
験
制
度

旧
試
験
制
度

平成１７年度
まで
（２００５年度）

第１次試験
（１月頃実施）

＜筆記試験＞

１０月公告 ３月発表

第２次試験

＜短答式試験＞
（５月頃実施）

者除免・者格合

公

認

会

計

士

公

認

会

計

士

＜論文式試験＞
（８月頃実施）

必須科目 選択科目（２科目）
・国語
・数学
・英語
・論文

・会計学
（簿記）
（財務諸表論）
（原価計算）
（監査論）
・商法

・経営学
・経済学
・民法

合格者
免除者

会
計
士
補

実務
経験

１１月公告 ４月願書受付 １１月発表

第３次試験

合格
／
登録

＜筆記試験＞
（１１月頃実施）

者除免・者格合

＜口述試験＞
（１～３月頃実施）

１．試験体系を3段階5回から１段階２回（短答式試験、論文式試験）に簡素化
２．試験の一部免除の拡大等

・短答式試験合格者に対する再受験免除制度（２年間）の導入
・論文式試験における科目別再受験免除制度（２年間）の導入
・企業などにおける実務経験者に対する財務会計論の免除
・専門職大学院修了者などに対する短答式試験3科目（財務会計論、管理会計論、監査論）の免除

３．実務経験の位置付け変更（公認会計士の登録要件に変更）
４．会計士補の資格の廃止 等

８月公告 ３月発表

＜実務経験＞
実務補習（１年以上）

＋
業務補助・実務従事

（２年以上）

・会計学 ・商法
・財務に関する監査
・分析その他の実務
（会計学）（税務）

・論文

合格者
免除者
（大学
（短大）
卒業者・
大学

２年以上
在学で
44単位

以上
修得者
等）
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短答式受験者

新試験 旧試験 合　計

人 人 人 人

平 成 １ ５ 年 14,978 － 1,262 1,262

平 成 １ ６ 年 16,310 － 1,378 1,378

平 成 １ ７ 年 15,284 － 1,308 1,308

平 成 １ ８ 年 16,210 1,372 1,736 3,108

平 成 １ ９ 年 14,608 2,695 1,346 4,041

平 成 ２ ０ 年 16,217 3,024 601 3,625

平 成 ２ １ 年 17,371 1,916 313 2,229

最終合格者

公認会計士試験合格者の推移

（注１）平成１５年、１６年の「短答式受験者」については「願書提出者」
（注２）平成１５年、１６年、１７年の「最終合格者」については「旧２次試験合格者」
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区　　分
短答式試験
受　験　者

構成比 最終合格者 構成比

人 ％ 人 ％

会 計 専 門 職
大 学 院 修 了

600 3.5% 97 4.4%

会 計 専 門 職
大 学 院 在 学

370 2.1% 31 1.4%

大 学 院 修 了 776 4.5% 79 3.5%

大 学 院 在 学 140 0.8% 20 0.9%

大 学 卒 業
（ 短 大 含 む ）

9,358 53.9% 1,358 60.9%

大 学 在 学
( 短 大 含 む ）

4,352 25.1% 517 23.2%

高 校 卒 業 1,476 8.5% 99 4.4%

そ の 他 299 1.7% 28 1.3%

合　　計 17,371 100.0% 2,229 100.0%

平成２１年公認会計士試験　「学歴別」合格者調
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（　科　目　）

会 計 学

財 務 会 計 論 会 田 一 雄 ○
〃 上 田 耕 治 ○
〃 乙 政 正 太

〃 川 村 義 則 ○
〃 川 本 淳

〃 郡 司 健

〃 佐 々 誠 一 公認会計士 （ あ ず さ 監 査 法 人 ） ○
〃 佐 々 木 隆 志

〃 佐 藤 信 彦

〃 白 木 俊 彦

〃 鈴 木 一 水 ○
〃 田 村 威 文 ○
〃 中 條 祐 介

〃 橋 本 尚

〃 藤 田 晶 子

〃 三 和 彦 幸 公認会計士 （ あ ず さ 監 査 法 人 ） ○
〃 向 山 敦 夫

〃 山 地 範 明

管 理 会 計 論 伊 藤 嘉 博

〃 上 埜 進

〃 尾 畑 裕

〃 木 村 彰 吾

〃 栗 原 安 夫 公認会計士 （新日本有限責任監査法人） ○
〃 小 菅 正 伸

〃 園 田 智 昭 ○
〃 高 橋 史 安

〃 武 脇 誠

〃 古 田  紀

〃 松 島 桂 樹

〃 山 本 浩 二

監 査 論 青 木 雄 二 ○
〃 伊 藤 裕 幸 公認会計士 （新日本有限責任監査法人） ○
〃 井 上 善 弘

〃 猪 鼻 孝 夫 公認会計士 （新日本有限責任監査法人） ○
〃 小 俣 光 文 ○
〃 片 山 英 木 ○
〃 瀧 博

〃 浜 村 和 則 公認会計士 （ あ ず さ 監 査 法 人 ） ○
〃 林 隆 敏

〃 古 田 清 和 ○

一 橋 大 学 大 学 院 教 授

公認会計士（ネクサス監査法人）

名 古 屋 大 学 大 学 院 教 授

平成２１年公認会計士試験の試験委員の担当

（　氏　名　） （　現　職　）　

中 央 大 学 教 授

慶 應 義 塾 大 学 教 授

関 西 大 学 教 授

早 稲 田 大 学 大 学 院 教 授

学 習 院 大 学 教 授

大 阪 学 院 大 学 教 授

早 稲 田 大 学 教 授

明 治 学 院 大 学 教 授

大 阪 市 立 大 学 大 学 院 教 授

南 山 大 学 大 学 院 教 授

神 戸 大 学 大 学 院 准 教 授

青 山 学 院 大 学 大 学 院 教 授

関 西 学 院 大 学 大 学 院 教 授

横 浜 市 立 大 学 教 授

大 阪 府 立 大 学 教 授

香 川 大 学 教 授

公 認 会 計 士

関 西 学 院 大 学 教 授

公 認 会 計 士

立 命 館 大 学 教 授

東 京 経 済 大 学 准 教 授

甲 南 大 学 大 学 院 教 授

（平成20年12月10日現在）

武 蔵 大 学 教 授

大 阪 学 院 大 学 教 授

東 京 経 済 大 学 教 授

甲 南 大 学 大 学 院 教 授

関 西 学 院 大 学 教 授

慶 應 義 塾 大 学 教 授

日 本 大 学 教 授

一 橋 大 学 大 学 院 教 授

明 治 大 学 大 学 院 教 授
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〃 堀 江 正 之

〃 間 島 進 吾 ○
〃 町 田 祥 弘

〃 松 本 祥 尚

〃 山 﨑 秀 彦

〃 吉 見 宏

企 業 法 受 川 環 大

〃 柿 﨑 環

〃 仮 屋 広 郷

〃 北 村 雅 史

〃 橡 川 泰 史

〃 中 東 正 文

〃 南 保 勝 美

〃 福 島 洋 尚

〃 福 原 紀 彦

〃 松 嶋 隆 弘

〃 三 浦 治

〃 山 本 爲 三 郎

租 税 法 阿 部 晋 也 ○
〃 岩 﨑 政 明

〃 占 部 裕 典

〃 新 川 大 祐 ○
〃 鈴 木 基 史 ○
〃 鈴 木 豊 ○
〃 須 田 徹 ○
〃 高 野 幸 大

〃 玉 國 文 敏

〃 西 山 由 美

〃 林 光 行 ○
〃 水 野 忠 恒

〃 宮 本 十 至 子

〃 安 井 一 浩 ○
〃 八 ツ 尾 順 一 ○
〃  村 典 久

経 営 学 岩 城 秀 樹

〃 恩 藏 直 人

〃 金 井 一 賴

〃 金 﨑 芳 輔

〃 久 保 田 敬 一

〃 榊 原 清 則

〃 手 嶋 宣 之

〃 中 村 博

〃 長 瀬 勝 彦

〃 平 木 多 賀 人

〃 松 村 勝 弘

〃 米 山 茂 美

青 山 学 院 大 学 大 学 院 教 授

大 阪 大 学 大 学 院 教 授

東 北 大 学 大 学 院 教 授

慶 應 義 塾 大 学 大 学 院 教 授

京 都 大 学 大 学 院 教 授

神 戸 学 院 大 学 准 教 授

立 命 館 大 学 教 授

早 稲 田 大 学 教 授

中 央 大 学 大 学 院 教 授

近 畿 大 学 教 授

公 認 会 計 士

公 認 会 計 士

公 認 会 計 士

専 修 大 学 教 授

名 古 屋 大 学 大 学 院 教 授

明 治 大 学 教 授

中 央 大 学 教 授

北 海 道 大 学 大 学 院 教 授

関 西 大 学 大 学 院 教 授

横 浜 国 立 大 学 大 学 院 教 授

公 認 会 計 士

同 志 社 大 学 大 学 院 教 授

駒 澤 大 学 大 学 院 教 授

一 橋 大 学 大 学 院 教 授

京 都 大 学 大 学 院 教 授

東 洋 大 学 大 学 院 准 教 授

日 本 大 学 教 授

日 本 大 学 大 学 院 教 授

慶 應 義 塾 大 学 大 学 院 教 授

岡 山 大 学 大 学 院 教 授

中 央 大 学 大 学 院 教 授

青 山 学 院 大 学 大 学 院 教 授

法 政 大 学 教 授

神 奈 川 大 学 大 学 院 教 授

一 橋 大 学 大 学 院 教 授

東 海 大 学 教 授

公 認 会 計 士

東 洋 大 学 教 授

中 央 大 学 大 学 院 教 授

慶 應 義 塾 大 学 教 授

関 西 学 院 大 学 大 学 院 教 授

立 命 館 大 学 教 授

首 都 大 学 東 京 大 学 院 教 授

専 修 大 学 准 教 授

中 央 大 学 大 学 院 教 授

武 蔵 大 学 教 授
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経 済 学 板 谷 淳 一

〃 神 谷 和 也

〃 塩 澤 修 平

〃 多 和 田 眞

〃 永 田 良

〃 福 田 慎 一

〃 前 多 康 男

〃 三 野 和 雄

統 計 学 大 屋 幸 輔

〃 戸 瀬 信 之

〃 美 添 泰 人

〃 渡 部 敏 明

民 法  山 直 也

〃 後 藤 巻 則

〃 半 田 吉 信

〃 山 口 成 樹

北 海 道 大 学 大 学 院 教 授

東 京 大 学 大 学 院 教 授

慶 應 義 塾 大 学 教 授

名 古 屋 大 学 大 学 院 教 授

早 稲 田 大 学 教 授

東 京 大 学 大 学 院 教 授

慶 應 義 塾 大 学 教 授

大 阪 大 学 大 学 院 教 授

大 阪 大 学 大 学 院 教 授

慶 應 義 塾 大 学 教 授

青 山 学 院 大 学 教 授

一 橋 大 学 経 済 研 究 所 教 授

慶 應 義 塾 大 学 大 学 院 教 授

（科目順、五十音順、敬称略）

早 稲 田 大 学 大 学 院 教 授

千 葉 大 学 大 学 院 教 授

中 央 大 学 教 授
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（平成 21 年公認会計士試験） 

 

公認会計士試験の出題範囲の要旨については、科目毎に枠内において出題範囲を記載しており、

また、その例示として出題する項目を掲げています。 

 

出題範囲の要旨について 
 

財務会計論 

財務会計論の分野には、簿記、財務諸表論、その他企業等の外部利害関係者の経済的意思決定に

役立つ情報を提供することを目的とする会計の理論が含まれる。 

簿記は、企業等の簿記手続の理解に必要な基本原理、仕訳、勘定記入、帳簿組織、決算及び決算

諸表の作成について出題する。また、財務諸表論は、企業等の財務諸表の作成及び理解に必要な会

計理論、会計諸規則及び諸基準並びに会計処理手続について出題する。ここでいう会計諸規則及び

諸基準の範囲には、会社計算規則、財務諸表等規則等の他、基本的には企業会計審議会の意見書及

び企業会計基準委員会の企業会計基準を含めるが、これらの意見書及び基準の解釈上必要な場合に

は、企業会計基準委員会の適用指針及び実務対応報告、日本公認会計士協会の実務指針等も適宜出

題範囲とする。また、現行の会計諸規則及び諸基準に関する知識のみでなく、それらの背景となる

会計理論や代替的な考え方も出題範囲とする。 

なお、公会計及び非営利会計の分野は、当分の間、出題範囲から除外する。 

〔注意〕 

短答式試験の出題範囲は、下記の「出題範囲の要旨」の全項目とし、「論文式試験を受験する

ために必要な知識を体系的に理解しているか否か」を客観的に判定する試験とする。論文式試験

は、下記の「出題項目の例」の網掛け部分を重点的に出題する範囲とし、「公認会計士になろう

とする者に必要な学識及び応用能力」を最終的に判定する試験とすべく、「特に、受験者が思考

力、判断力、応用能力、論述力等を有するかどうか」に評価の重点を置く。 

 

＜出題項目の例＞ 
１．財務会計の意義と機能 

⑴ 財務会計の意義 

⑵ 財務会計の機能 

情報提供機能 利害調整機能 

２．財務会計の基礎概念 

⑴ 会計公準 

企業実体の公準 会計期間の公準 貨

幣的測定の公準 

⑵ 会計主体論 

資本主理論 企業実体理論 

⑶ 利益概念 

当期業績主義と包括主義 現金主義会

計と発生主義会計 財産法と損益法 

資産負債アプローチと収益費用アプロ

ーチ 純利益と包括利益 資本維持論 

資産評価と利益計算 

⑷ 概念フレームワーク 

財務報告の目的 会計情報の質的特性 

財務諸表の構成要素 財務諸表におけ

る認識と測定 

３．複式簿記の基本原理 

⑴ 取引と仕訳 

⑵ 勘定記入 

⑶ 帳簿組織 

⑷ 決算手続 

⑸ 本支店会計 

４．企業会計制度と会計基準 

⑴ 会社法会計 

⑵ 金融商品取引法会計 

⑶ 会計基準 

企業会計原則とその一般原則 企業会

計基準 会計基準の国際的コンバージ

ェンス 

５．資産会計総論 

⑴ 資産の意義 

定義 認識 

⑵ 資産の分類 

流動資産と固定資産 貨幣性資産と費

用性資産 金融資産と事業資産 

⑶ 資産の評価 

原価 時価 現在価値 

⑷ 費用配分の原理 

６．流動資産 

⑴ 現金預金 

⑵ 金銭債権 

⑶ 有価証券 

⑷ 棚卸資産 

棚卸資産の範囲 取得原価の決定 棚

卸計算法と継続記録法 払出原価の計

算方法 期末評価 

⑸ その他の流動資産 

７．固定資産 

⑴ 固定資産総論 

意義 分類 
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⑵ 有形固定資産 

取得原価の決定 減価償却の方法 個

別償却と総合償却 減耗償却と取替法 

臨時償却と減損 圧縮記帳 

⑶ 無形固定資産 

取得原価の決定 償却 

⑷ 投資その他の資産 

投資有価証券 投資不動産 長期前払

費用 

８．負債 

⑴ 負債の意義 

定義 認識 偶発債務 

⑵ 負債の分類と評価 

流動負債と固定負債 法的債務と会計

的負債 

⑶ 流動負債 

⑷ 固定負債 

社債 資産除去債務 

９．繰延資産と引当金 

⑴ 繰延資産の意義 

⑵ 繰延資産各論 

創立費 開業費 開発費 株式交付費 

社債発行費等 

⑶ 引当金の意義 

⑷ 引当金各論 

製品保証引当金 退職給付引当金 売

上割戻引当金 返品調整引当金 修繕

引当金 債務保証損失引当金 

10．純資産 

⑴ 純資産の意義 

⑵ 純資産の分類 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約

権 

⑶ 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己株式 剰余金の配当等 

⑷ 評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッ

ジ損益 

⑸ 新株予約権 

11．収益と費用 

⑴ 収益と費用の意義 

⑵ 収益と費用の分類 

経常損益と特別損益 法人税等 

⑶ 損益計算の原則 

発生主義 実現主義 費用収益の対応 

⑷ 収益と費用の認識と測定 

売上収益の認識 委託販売 割賦販売 

試用販売 予約販売 工事契約 時間

基準 内部利益の控除 役員賞与 

12．財務諸表 

⑴ 財務諸表の体系 

⑵ 貸借対照表 

貸借対照表の種類 棚卸法と誘導法 

完全性 総額主義 区分表示 流動性

配列と固定性配列 勘定式と報告式 

⑶ 損益計算書 

総額表示 区分表示 勘定式と報告式 

⑷ 株主資本等変動計算書 

⑸ キャッシュ・フロー計算書 

キャッシュ・フロー計算書の目的 利益

とキャッシュ・フロー 資金概念 キャ

ッシュ・フロー計算書の区分 直接法と

間接法 

⑹ 附属明細表 

⑺ 注記 

会計方針 後発事象 偶発事象 時価

情報 継続企業情報 １株当たり情報 

⑻ 財務諸表の遡及修正 

⑼ 臨時計算書類 

13．金融商品 

⑴ 金融資産及び金融負債の意義 

⑵ 金融資産及び金融負債の発生の認識 

⑶ 金融資産及び金融負債の消滅の認識 

⑷ 金融資産及び金融負債の評価 

金銭債権 有価証券 金銭債務 

⑸ 複合金融商品 

区分法と一括法 新株予約権付社債 

⑹ デリバティブ 

先物 先渡 オプション スワップ 

⑺ ヘッジ会計 

公正価値ヘッジとキャッシュ・フロー・

ヘッジ 時価ヘッジ会計と繰延ヘッジ

会計 

⑻ 注記 

14．ストック・オプション等 

⑴ ストック・オプションの意義 

⑵ ストック・オプションの会計処理 

公正な評価単価 権利付与 権利確定 

権利行使 失効 条件変更 

⑶ 財務諸表における表示と注記 

15．リース 

⑴ リース取引の意義 

⑵ リース取引の分類 

ファイナンス・リース取引 オペレーテ

ィング・リース取引 

⑶ ファイナンス・リース取引の会計処理 

借手側の会計処理 貸手側の会計処理 

⑷ オペレーティング・リース取引の会計処

理 

借手側の会計処理 貸手側の会計処理 

⑸ 注記 

16．退職給付 

⑴ 退職給付の意義 

退職一時金 退職年金 

⑵ 退職給付会計の仕組み 
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現金主義と発生主義 退職給付債務と

年金資産 勤務費用・利息費用・期待運

用収益 

⑶ 財務諸表における表示 

退職給付費用 退職給付引当金 前払

年金費用 

⑷ 過去勤務債務と数理計算上の差異の会

計処理 

⑸ 注記 

17．研究開発とソフトウェア 

⑴ 研究開発とソフトウェアの意義 

⑵ 研究開発費の会計処理 

⑶ ソフトウェア制作費の会計処理 

受注制作 市場販売目的 自社利用 

期末評価 

⑷ 財務諸表における表示と注記 

18．固定資産の減損 

⑴ 減損の意義 

⑵ 減損の兆候と認識 

⑶ 減損損失の測定 

回収可能価額 使用価値 正味売却価

額 

⑷ 減損損失の配分 

⑸ 資産のグルーピング 

キャッシュ・フロー生成単位 共用資産 

のれん 

⑹ 財務諸表における表示と注記 

19．法人税等 

⑴ 税金の意義と種類 

所得課税 外形標準課税 

⑵ 税効果会計の仕組み 

税金の期間配分 繰延法 資産負債法 

⑶ 一時差異等 

一時差異 繰越欠損金等 

⑷ 繰延税金資産及び繰延税金負債の認識

と測定 

⑸ 財務諸表における表示と注記 

法人税等と法人税等調整額 繰延税金

資産及び繰延税金負債の相殺表示 注

記 

20．連結財務諸表 

⑴ 連結財務諸表の意義と目的 

親会社説と経済的単一体説 少数株主

持分 

⑵ 連結の範囲 

子会社 関連会社 

⑶ 個別財務諸表の修正 

会計処理の統一 子会社の資産及び負

債の時価評価 

⑷ 連結貸借対照表 

投資と資本の相殺 のれん 段階取得 

子会社株式の一部売却 子会社増資 

債権債務の相殺 

⑸ 連結損益計算書 

内部取引高の相殺消去 未実現利益の

消去 税効果会計 

⑹ 持分法 

⑺ 連結株主資本等変動計算書 

⑻ 連結キャッシュ・フロー計算書 

⑼ 注記 

関連当事者間取引の開示 セグメント

情報の開示 

21．企業結合と事業分離 

⑴ 企業結合の意義 

⑵ パーチェス法と持分プーリング法 

判定基準 

⑶ パーチェス法による会計処理 

時価評価 のれん 資本構成 

⑷ 持分プーリング法による会計処理 

⑸ 共通支配下の企業結合 

⑹ 事業分離の会計処理 

⑺ 注記 

22．外貨換算 

⑴ 外貨換算の意義 

⑵ 外貨建取引の換算 

⑶ 外貨建資産・負債の換算 

外貨建金銭債権債務 外貨建有価証券 

換算差額の処理 

⑷ 外貨表示財務諸表の換算方法 

⑸ 在外支店の財務諸表項目の換算 

資産・負債の換算 収益・費用の換算 

換算差額の処理 

⑹ 在外子会社等の財務諸表項目の換算 

資産・負債の換算 収益・費用の換算 

換算差額の処理 

⑺ 注記 

23．四半期財務諸表 

⑴ 四半期財務諸表の意義と範囲等 

⑵ 四半期財務諸表の作成方法 

実績主義 予測主義 四半期特有の会

計処理 

⑶ 四半期財務諸表の表示と注記 

 

管理会計論 

管理会計論の分野には、原価計算と管理会計が含まれている。原価計算は、材料、仕掛品及び製

品等の棚卸資産評価並びに製品に関する売上原価の計算について出題する。また、管理会計は、利

益管理、資金管理、戦略的マネジメント等を含み、会計情報等を利用して行う意思決定及び業績管

理に関連する内容について出題する。 
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〔注意〕 

短答式試験の出題範囲は、下記の「出題範囲の要旨」の全項目とし、「論文式試験を受験する

ために必要な知識を体系的に理解しているか否か」を客観的に判定する試験とする。論文式試験

は、下記の「出題項目の例」の網掛け部分を重点的に出題する範囲とし、「公認会計士になろう

とする者に必要な学識及び応用能力」を最終的に判定する試験とすべく、「特に、受験者が思考

力、判断力、応用能力、論述力等を有するかどうか」に評価の重点を置く。 

 

＜出題項目の例＞ 
Ⅰ 製品原価計算に関する領域 

１．原価計算の基礎知識 

⑴ 原価計算の意義と目的 
⑵ 原価の意義と種類 

２．実際原価計算 
⑴ 費目別計算 
⑵ 部門別計算 
⑶ 製品別計算 
⑷ 単純個別原価計算と単純総合原価計

算の流れ 
３．部門別計算 
⑴ 原価部門の意義 
⑵ 部門個別費と部門共通費 
⑶ 補助部門費の製造部門への配賦 
⑷ 単一基準配賦法と複数基準配賦法 
⑸ 実際配賦と予定配賦 

４．個別原価計算 
⑴ 製造直接費の直課 
⑵ 製造間接費の配賦 
⑶ 製造間接費の配賦基準 
⑷ 実際配賦と予定配賦 
⑸ 一括配賦と部門別配賦 
⑹ 仕損の処理 

５．活動基準原価計算（ABC） 
⑴ 活動基準原価計算の意義 
⑵ 活動基準原価計算の計算原理 

６．総合原価計算 
⑴ 月末仕掛品の評価 
⑵ 仕損・減損・作業屑の処理 
⑶ 工程別総合原価計算 
⑷ 組別総合原価計算 
⑸ 等級別総合原価計算 

７．その他の実際原価計算 
⑴ 連産品の原価計算 
⑵ 副産物等の処理と評価 

８．標準原価計算 
⑴ 標準原価計算の意義 
⑵ 標準原価と原価標準 
⑶ 標準原価差異の算定と分析 

９．直接原価計算 
⑴ 直接原価計算の意義 
⑵ 直接原価計算の計算原理 

 
II 会計情報等を利用した意思決定及び業績管

理に関する領域 

１．管理会計の基礎知識 
⑴ 管理会計の意義と目的 
⑵ 管理会計の領域 

２．財務情報分析 
⑴ 財務情報分析の意義と種類 
⑵ 収益性分析 
⑶ 安全性分析 
⑷ 生産性分析 
⑸ 成長性分析 
⑹ キャッシュ・フロー分析 

３．バランスト・スコアカード 
⑴ バランスト・スコアカードの意義 
⑵ バランスト・スコアカードの構造 
⑶ 非財務指標を利用した業績評価 

４．短期利益計画のための管理会計 
⑴ 短期利益計画の意義 
⑵ CVP 分析 
⑶ 貢献利益アプローチ 
⑷ 原価態様と原価予測 

５．予算管理と責任会計 
⑴ 予算管理の意義と機能 
⑵ 予算編成と予算統制 
⑶ 責任会計 

６．資金管理とキャッシュ・フロー管理 
⑴ 資金管理の意義 
⑵ 運転資金の管理 
⑶ 現金資金の管理 

７．原価管理 
⑴ 原価企画の意義 
⑵ 原価企画のプロセス 
⑶ 原価改善の意義 
⑷ 原価維持の意義 
⑸ ライフサイクル・コスティング 

８．活動基準原価管理と活動基準予算 
⑴ 活動基準原価管理の意義 
⑵ 活動基準原価管理のプロセス 
⑶ 活動基準予算の意義 

９．生産・在庫管理と管理会計 
⑴ JIT 会計の意義 
⑵ バックフラッシュ・コスティングの意

義 
⑶ スループット会計の意義 
⑷ サプライ・チェーン管理会計の意義 
⑸ マテリアルフローコスト会計 

10．品質管理と管理会計 
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⑴ 品質管理会計の意義 
⑵ 品質管理会計のプロセス 

11．差額原価収益分析 
⑴ 差額原価収益分析の意義 
⑵ 差額原価収益分析の手法 

12．設備投資の経済性計算 
⑴ 設備投資の経済性計算の意義 

⑵ 設備投資の経済性計算の手法 
⑶ リアル・オプションの意義と概要 

13．分権組織とグループ経営の管理会計 
⑴ 分権化と管理会計 
⑵ 事業部制会計 
⑶ グループ経営のための管理会計 
⑷ 企業価値の評価 

 

監 査 論 

監査論の分野には、公認会計士又は監査法人(以下、公認会計士)による財務諸表の監査を中心と

した理論、制度及び実務が含まれる。ただし、財務諸表の監査の制度的延長に中間財務諸表の監査、

四半期財務諸表の四半期レビュー及び内部統制報告書の監査があり、さらに、より大きな概念枠と

しては保証業務があるので、これらも出題範囲とする。 

また、企業会計審議会が公表する監査基準は公認会計士による監査の中心的規範として出題範囲

となるが、あわせて監査基準の理解ないし解釈に必要な場合には、日本公認会計士協会の実務指針

等も適宜出題範囲とする。さらに、公認会計士による財務諸表の監査に係る諸基準や諸法令（金融

商品取引法、会社法、公認会計士法、内閣府令等を含む。）に関する知識のみならず、それらの背

景となる監査の理論や考え方、監査人としての職業倫理、関連概念やその他の監査制度（内部監査、

監査役監査又は監査委員会監査など）の概要も、公認会計士による財務諸表の監査の性格を理解す

るうえで出題範囲とする。 

〔注意〕 

短答式試験の出題範囲は、下記の「出題範囲の要旨」の全項目とし、「論文式試験を受験する

ために必要な知識を体系的に理解しているか否か」を客観的に判定する試験とする。論文式試験

は、下記の「出題項目の例」の網掛け部分を重点的に出題する範囲とし、「公認会計士になろう

とする者に必要な学識及び応用能力」を最終的に判定する試験とすべく、「特に、受験者が思考

力、判断力、応用能力、論述力等を有するかどうか」に評価の重点を置く。 

 

＜出題項目の例＞ 
１．公認会計士監査の基礎概念 

⑴ 公認会計士監査の意義 

① 公認会計士監査の定義 

② 公認会計士監査とその周辺概念 

③ 二重責任の原則の意義 

④ 公認会計士監査をめぐる基礎的理論 

⑵ 公認会計士監査の役割と機能 

① 監査基準における監査の目的 

② 不正発見に対する公認会計士監査の

役割、機能及び限界 

③ 虚偽表示の発見に対する公認会計士

監査の役割、機能及び限界 

⑶ 監査人としての要件と職業倫理 

① 監査基準及び公認会計士法等に定め

る人的資質（職業資格、専門的能力、実

務経験） 

② 監査人としての適格性要件の概念(公

正不偏性、独立性、職業的懐疑心、守秘

義務等) 

③ 監査人が保持すべき倫理上の要件 

⑷ 公認会計士監査制度の意義 

① コーポレート・ガバナンスと公認会計

士監査との関係 

② 資本市場における財務内容開示制度

と公認会計士監査制度との関係 

２．公認会計士法 

⑴ 公認会計士法の意義と体系 

⑵ 公認会計士制度 

⑶ 公認会計士の義務と責任 

⑷ 監査法人制度 

⑸ 公認会計士・監査審査会 

３．金融商品取引法監査制度 

⑴ 金融商品取引法監査制度の意義と目的 

⑵ 発行市場における開示制度 

⑶ 流通市場における開示制度 

⑷ 監査人の権限と責任 

⑸ 監査人の監査報告書 

４．会社法監査制度 

⑴ 会社法監査制度の意義と目的 

⑵ 会社法及び関係法令に基づく監査制度 

⑶ 会計監査人の権限と責任 

⑷ 会計監査人の監査報告書 

５．財務情報等に係る保証業務 

⑴ 保証業務の意義と目的 

⑵ 保証業務の要素 

６．監査基準（監査基準の意義と一般基準関係） 

⑴ 監査基準の意義 

① 監査基準生成の歴史的経緯 

② 監査制度における監査基準の意義と

役割 
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⑵ 一般基準の内容 

① 専門的能力の向上と知識の蓄積 

② 公正不偏の態度と独立性の保持 

③ 正当な注意と職業的懐疑心 

④ 不正等に起因する虚偽の表示への対

応 

⑤ 監査調書の意義と役割 

⑥ 監査業務全般に係る監査事務所とし

ての品質管理 

⑦ 個々の監査業務に係る品質管理 

⑧ 守秘義務 

７．監査基準（実施基準関係） 

⑴ 基礎的諸概念 

① 監査要点 

② 監査証拠 

③ 監査計画 

④ 監査上の重要性 

⑤ 試査 

⑥ 内部統制 

⑦ 監査リスク 

⑧ 監査手続 

⑨ 監査調書 

⑵ 実施基準の内容 

① リスク・アプローチに基づく監査実施

の体系と特徴 

② 事業上のリスクを含む、企業の事業内

容や経営環境の理解 

③ 内部統制の評価と監査計画との関係 

④ 監査要点に適合した監査証拠の入手 

⑤ 監査上の重要性と基準値の設定 

⑥ 重要な虚偽表示のリスクの評価 

⑦ 財務諸表全体に関係する重要な虚偽

表示のリスクの評価と対応 

⑧ 発見リスクの決定と実証手続の選

択・適用 

⑨ 不正及び誤謬による重要な虚偽の表

示の可能性の評価 

⑩ 会計上の見積りや収益の認識等、特別

な検討を必要とするリスク 

⑪ 情報技術が監査に及ぼす影響 

⑫ 他の監査人の監査結果の利用 

⑬ 専門家の業務の利用 

⑭ 内部監査の理解とその利用 

⑮ 経営者又は監査役若しくは監査委員

会とのコミュニケーション 

⑯ 経営者による確認書 

⑰ 継続企業の前提に関する疑義 

８．監査基準（報告基準関係） 

⑴ 基礎的諸概念 

① 適正性の判断 

② 監査報告書の意義と機能 

③ 監査意見と監査証拠及び合理的基礎

との関係 

⑵ 報告基準の内容 

① 監査報告書の標準的書式と記載事項 

② 適正意見の意義 

③ 監査意見の種々の形態と記載方法 

④ 意見に関する除外事項 

⑤ 監査範囲に関する除外事項 

⑥ 継続企業の前提 

⑦ 追記情報の意義と役割（後発事象、偶

発事象、会計方針の変更などの概念と意

味を含む。） 

⑧ 意見表明に関する審査 

９．財務報告に係る内部統制監査の基準 

⑴ 内部統制監査の意義と目的 

⑵ 内部統制監査と財務諸表監査との関係 

⑶ 内部統制監査の実施 

⑷ 内部統制監査の報告 

10．中間監査基準 

⑴ 中間監査の意義と目的 

⑵ 実施基準 

① 中間監査リスクと財務諸表の監査に

係る監査リスクとの関係 

② 中間監査における重要性 

③ 中間監査の監査手続 

⑶ 報告基準 

① 有用意見の意義 

② 中間監査報告書の標準的書式と記載

事項 

③ 中間監査意見の種々の形態と記載方

法 

④ 継続企業の前提 

⑤ 中間監査に係る追記情報の意義と役

割（後発事象、偶発事象、会計方針の変

更などの概念と意味も含む。） 

11．四半期レビュー基準 

⑴ 四半期レビューの意義と目的 

⑵ 実施基準 

① 四半期レビュー計画 

② 四半期レビュー手続 

③ 追加的手続 

⑶ 報告基準 

① 四半期レビュー報告書 

② 四半期レビューの結論 

③ 継続企業の前提 

12. 品質管理基準 

⑴ 品質管理基準の意義と体系 

⑵ 品質管理の目的 

⑶ 品質管理のシステムの構成 

① 責任、職業倫理及び独立性 

② 監査契約の新規の締結と更新 

③ 監査実施者の採用、教育・訓練、評価

及び選任 

④ 業務の実施 

⑤ 品質管理のシステムの監視 
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⑷ 監査事務所間の引継 ⑸ 共同監査 

 

企 業 法 

企業法の分野には、会社法、商法（海商並びに手形及び小切手に関する部分を除く）、金融商品

取引法（企業内容等の開示に関する部分に限る）及び監査を受けるべきこととされている組合その

他の組織に関する法が含まれる。 

会社法に関しては、会社法の全体を出題範囲とする。 

商法に関しては、商法第１編（総則）及び第２編（商行為）を中心として出題する。 

金融商品取引法については、企業内容等の開示に関する金融商品取引法第２章を中心として出題

する。同法第１章（総則）及び監査証明並びに開示に関する民事責任、刑事責任及び行政処分(課

徴金制度を含む)は、出題範囲とする。さらに、同法第２章の２（公開買付けに関する開示）、第２

章の３（株券等の大量保有の状況に関する開示）、第２章の４（開示用電子情報処理組織による手

続の特例等）、第２章の５（特定証券情報等の提供又は公表）についても、出題の範囲とする。 

監査を受けるべきこととされている組合その他の組織に関する法については、当分の間、出題範

囲から除外する。 

〔注意〕 

短答式試験の出題範囲は、下記の「出題範囲の要旨」の全項目とし、「論文式試験を受験する

ために必要な知識を体系的に理解しているか否か」を客観的に判定する試験とする。論文式試験

は、下記の「出題項目の例」の網掛け部分を重点的に出題する範囲とし、「公認会計士になろう

とする者に必要な学識及び応用能力」を最終的に判定する試験とすべく、「特に、受験者が思考

力、判断力、応用能力、論述力等を有するかどうか」に評価の重点を置く。 

 

＜出題項目の例＞ 
１．会社法 

⑴ 総論・総則 

会社の意義 子会社・親会社 公開会社 

大会社 特例有限会社 会社の法人性  

法人格否認の法理 会社の能力 会社

の使用人 会社の代理商 事業譲渡会

社と事業譲受会社の義務・責任 

⑵ 株式会社の設立 

発起人 登記設立・募集設立 定款 変

態設立事項 払込の仮装 発起人の責

任 設立の瑕疵 

⑶ 株式・新株予約権 

株式の意義 株主平等原則 株式の内

容・種類 株式の併合・分割・無償割当 

単元株制度 株券 株式譲渡 株式の

担保化 株主名簿 基準日 株式振替

制度 自己株式 利益供与の禁止 株

式会社の資金調達方法 募集株式の発

行等 新株予約権 買収防衛策 

⑷ 株式会社の機関 

機関の組合せの多様性 株主総会の権

限・招集・運営 議決権 株主総会決議 

役員等の選任・解任 役員等と会社との

関係 役員等の権限 社外取締役・社外

監査役 株式会社における業務執行権

限と代表権限 委員会設置会社 取締

役会 内部統制システム 代表行為と

取引の安全 取締役・執行役の責任 取

締役の職務執行に対する監督・監査 監

査役会 

⑸ 株式会社の計算 

会計の原則 計算関係等 計算書類等

の監査・承認・開示 資本金・準備金 剰

余金の配当 

⑹ 持分会社 

社員の責任 所有と経営の制度的一致

投下資本の回収方法 

⑺ 社債 

株式と社債の相違 社債の多様性 

⑻ 組織変更・組織再編等 

組織変更 合併 会社分割 株式交

換・株式移転 事業譲渡等 

⑼ 外国会社 

⑽ 定款変更 解散 清算 罰則 

２．商法 

⑴ 総則 

商法の意義 商法の法源 

⑵ 商人、商行為 

商人とその組織 商行為 商法上の企

業活動補助者の制度 企業の情報開示 

企業会計 商事売買 運送営業 寄託 

⑶ 保険 

３．金融商品取引法 

⑴ 総則 

⑵ 企業内容等の開示 

開示制度の意義 開示制度の対象 発

行開示・流通開示・結合開示 直接開

示・間接開示 内部統制報告制度 自己

株券買付状況報告書 適時開示 

⑶ 公開買付けに関する開示 
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公開買付規制の意義 公開買付けの手

続 公開買付けと行為規制 

⑷ 株券等の大量保有の状況に関する開示

大量保有報告制度の意義 

⑸ 開示用電子情報処理組織による手続の

特例等 

⑹ 特定証券情報等の提供又は公表 

特定勧誘等 特定証券情報 

⑺ 開示に関する責任 

民事責任 刑事責任 行政処分 

 

租 税 法 

租税法の分野には、租税法総論及び法人税法、所得税法などの租税実体法が含まれる。 

租税実体法については、法人税法を中心として、所得税法、消費税法の構造的理解を問う基礎的

出題とする。また必要に応じ、これらに関連する租税特別措置法、並びに法令の解釈・適用に関す

る実務上の取り扱いを問う。ただし、特定同族会社の留保金課税を除く。また、国際課税について

は、外国税額控除のみを問うものとする。例えば、非居住者の所得に関連する事項、タックスヘイ

ブン税制、移転価格税制、過少資本税制は出題範囲から除外する。さらに、組織再編成に関する税

制及び連結納税制度については、当分の間、出題範囲から除外する。 

また、相続税法、租税手続法、租税訴訟法及び租税罰則法については、当分の間、出題範囲から

除外する。 

＜出題項目の例＞ 
１．租税法総論 

⑴ 租税法の基本原則 

租税法律主義 租税公平主義 

⑵ 租税法の解釈と適用 

租税法と私法 租税回避 信義則 仮

装行為 

２．法人税法 

⑴ 納税義務者 

⑵ 課税所得の計算 

① 課税所得の計算と企業会計 

課税所得の計算と企業会計の関係 

確定決算主義 

② 資本等取引 

③ 益金の額の計算 

資産の販売 資産の譲渡または役務

の提供 無償取引 受取配当金 資

産の評価益 など 

④ 損金の額の計算 

売上原価 販売費及び一般管理費 

損失 資産の評価損 給与等 保険

料 寄附金 交際費 租税公課 貸

倒損失 圧縮記帳 引当金・準備金 

など 

⑤ 特殊取引等 

長期割賦販売 長期請負工事 リー

ス 有価証券の時価評価損益 デリ

バティブ取引 外貨建取引の換算 

ストックオプション ヘッジ処理 

など 

⑶ 同族会社 

同族会社の判定 同族会社の行為計算

の否認 

⑷ 欠損金と税額の計算 

欠損金の取扱い 税額控除（外国税額控

除を含む。） 税額計算の手順 

⑸ 申告 

青色申告 更正と決定 清算所得の申

告 

⑹ 納税・還付等 

３．所得税法 

⑴ 納税義務者と課税所得の範囲 

⑵ 各種所得の帰属と金額の計算 

利子所得 配当所得 不動産所得 事

業所得 給与所得 退職所得 山林所

得 譲渡所得 一時所得 雑所得 

⑶ 損益通算と損失の繰越控除 

⑷ 所得控除 

⑸ 税額の計算 

⑹ 申告・納税・還付等 

⑺ 源泉徴収 

４．消費税法 

⑴ 課税の対象と課税期間 

課税業者 非課税業者 

⑵ 納税義務者 

⑶ 課税標準と税率 

⑷ 税額控除等 

⑸ 申告・納税・還付等 
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経 営 学 

経営学の分野には、経営管理と財務管理が含まれる。経営管理は、経営管理の基礎及び経営管理

の個別領域のうち、経営戦略、経営計画、経営組織、動機づけ・リーダーシップ、経営統制を出題

範囲とする。また、財務管理については、資本調達形態、投資決定、資本コスト、資本構成、配当

政策、運転資本管理、企業評価と財務分析、資産選択と資本市場、デリバティブを出題範囲とする。

なお、生産管理、販売管理及び労務・人事管理は、当分の間、出題範囲から除外する。 

＜出題項目の例＞ 
Ⅰ 経営管理 

１．経営管理の基礎 

⑴ 管理過程としての経営管理 

⑵ 全般的経営管理 

⑶ トップ・マネジメントの役割 

⑷ トップ・マネジメントのリーダーシッ

プ 

⑸ 経営（企業）理念 

⑹ 日本の経営管理 

⑺ グローバル経営管理 

２．経営戦略 

⑴ 企業戦略 

⑵ 多角化戦略 

⑶ 事業戦略（競争戦略） 

⑷ 製品戦略（マーケティング戦略） 

⑸ 垂直統合戦略 

⑹ グローバル戦略 

⑺ 合併・買収（M&A）戦略 

⑻ 戦略的提携 

⑼ 技術経営（MOT） 

３．経営計画 

⑴ 経営戦略と経営計画 

⑵ 経営計画（長期・中期・短期等） 

４．経営組織 

⑴ 経営戦略と経営組織 

⑵ 組織目標 

⑶ 組織構造（形態）と組織デザイン 

⑷ 組織と環境 

⑸ 組織の成長（発展）と組織革新 

⑹ 組織学習 

⑺ 組織（企業）文化 

⑻ 組織間関係 

５．動機づけ・リーダーシップ 

⑴ 組織均衡 

⑵ 動機づけ（モチベーション） 

⑶ ミドル・現場リーダーのリーダーシッ

プ 

６．経営統制 

⑴ 内部統制と外部統制 

⑵ コーポレート・ガバナンス 

⑶ 企業の社会的責任 

 

Ⅱ 財務管理 

１．資本調達形態 

⑴ 株主資本調達 

⑵ 負債による資金調達 

⑶ 新株予約権の利用 

２．投資決定 

⑴ 投資とキャッシュ・フロー 

⑵ 投資案の評価方法（NPV 法、IRR 法な

ど） 

⑶ 税制の影響（APV 法など） 

⑷ リアル・オプションと投資決定 

３．資本コスト 

⑴ 源泉別資本コスト 

⑵ 加重平均資本コスト（WACC） 

⑶ 税制の影響 

４．資本構成 

⑴ レバレッジ効果と財務リスク 

⑵ 資本構成と企業価値－MM 理論 

⑶ 資本構成に影響する要因 

⑷ 企業価値、ガバナンスとエージェンシ

ー理論 

５．配当政策 

⑴ 配当と企業価値－MM理論 

⑵ 情報の非対称性と企業価値 

⑶ 市場の不完全性と配当政策 

⑷ 自己株式取得 

６．運転資本管理 

⑴ 流動資産管理 

⑵ 流動負債管理 

⑶ デリバティブの利用 

７．企業評価と財務分析 

⑴ 収益性分析 

⑵ 成長性分析 

⑶ キャッシュ・フロー分析 

⑷ 安全性分析 

８．資産選択と資本市場 

⑴ 最適ポートフォリオ選択 

⑵ 資本資産評価モデル（CAPM） 

⑶ マルチファクター・モデル 

９．デリバティブ 

⑴ 先渡しと先物 

⑵ オプション 

⑶ スワップ取引 

⑷ クレジット・デリバティブ 
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経 済 学 

経済学の分野には、ミクロ経済学とマクロ経済学が含まれる。基礎的な理論の理解を確認した上

で、応用力を問う。 

＜出題項目の例＞ 
Ⅰ ミクロ経済学 

１．市場と需要・供給 

⑴ 需要曲線と供給曲線 

⑵ 市場均衡 

⑶ 比較静学 

⑷ 均衡の安定性 

⑸ 価格弾力性 

２．消費者と需要 

⑴ 無差別曲線 

⑵ 限界代替率 

⑶ 代替財・補完財 

⑷ 効用最大化 

⑸ 上級財・下級財 

⑹ 奢侈品・必需品 

⑺ 所得弾力性 

⑻ ギッフェン財 

⑼ 所得効果と代替効果 

３．企業と生産関数・費用関数 

⑴ 限界費用 

⑵ 平均費用 

⑶ 利潤最大化 

⑷ 損益分岐点・操業停止点 

⑸ 限界生産物・平均生産物 

⑹ 生産要素の需要 

４．市場の長期供給曲線 

⑴ 短期と長期の費用曲線 

⑵ 規模に関する収穫 

⑶ 産業の長期均衡 

⑷ 費用一定産業・費用低減産業・費用逓

増産業 

５．完全競争市場 

⑴ 完全競争の条件 

⑵ 一般均衡モデル 

６．厚生経済学 

⑴ 消費者余剰と生産者余剰 

⑵ 課税の効果 

⑶ パレート最適 

⑷ 厚生経済学の基本定理 

７．不完全競争市場 

⑴ 市場構造の分類 

⑵ 限界収入 

⑶ 独占企業の利潤最大化 

⑷ 独占度 

⑸ 自然独占 

⑹ 複占モデル 

⑺ 独占的競争 

８．市場の失敗 

⑴ 外部性 

⑵ 公共財 

 

Ⅱ マクロ経済学 

１．国民所得 

⑴ GDP 統計 

⑵ 三面等価の原則 

⑶ 名目値と実質値 

⑷ 物価指数 

⑸ 産業連関表 

２．国民所得の決定 

⑴ 有効需要の原理 

⑵ 45 度線モデル 

⑶ 乗数効果（政府支出乗数、租税乗数、

均衡予算乗数の定理） 

⑷ インフレギャップ・デフレギャップ 

３．IS-LM モデル 

⑴ IS-LM モデル 

⑵ 国民所得と利子率の決定 

⑶ 財政政策の効果 

⑷ クラウディング・アウト 

⑸ 金融政策の効果 

⑹ 流動性のワナ 

４．消費と貯蓄の理論 

⑴ 限界消費性向と平均消費性向 

⑵ 消費関数（ケインズ型消費関数、恒常

所得仮説、ライフサイクル仮説 等） 

⑶ 流動性制約 

⑷ 日本の貯蓄率 

⑸ 遺産動機 

５．貨幣需要と貨幣供給 

⑴ 貨幣の機能 

⑵ 貨幣の概念 

⑶ 貨幣数量説 

⑷ 流動性選好理論 

⑸ マネーサプライ・ハイパワードマネー 

⑹ 金融政策の手段 

６．投資理論 

⑴ 資本の限界効率 

⑵ 資本の使用者費用 

⑶ 資本ストック調整原理 

⑷ トービンのＱ 

⑸ 流動性制約と投資 

⑹ 在庫投資 

７．労働市場 

⑴ ケインズの失業理論（名目賃金の硬直

性、非自発的失業） 

⑵ 古典派の雇用理論 

⑶ 摩擦的失業 
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⑷ 日本の失業率 

８．経済政策の有効性 

⑴ 総需要曲線 

⑵ 総供給曲線 

⑶ 物価水準の決定 

⑷ 景気循環の考え方 

９．経済成長理論 

⑴ 均衡成長の条件 

⑵ 新古典派経済成長モデル 

⑶ 技術進歩 

⑷ 黄金律 

⑸ 成長会計 

 

 

民   法 

民法の分野は、財産法の分野と家族法の分野に大別されるが、このうち財産法の分野、すなわち

民法第１編［総則］、同第２編［物権］及び同第３編［債権］）並びに関連する特別法を出題範囲と

する。 
民法第１編［総則］は、財産権やそれを目的とした取引の主体（自然人・法人）、財産権や取引

の客体（物）及び取引の内容や効力（意思表示・法律行為）に関する基本ルールを定めた部分であ

る。民法第２編［物権］は、財産権の１つである物権（所有権・占有権・用益物権）の帰属や移転

（物権変動）に関する諸規定等を定めた部分及び債権担保を目的とした担保物権について定めた部

分からなる。さらに民法第３編［債権］は、取引上生じる債権や債務に関する諸規定を定めた部分、

契約に関する諸規定を定めた部分及び不法行為に代表される法定債権関係（事務管理・不当利得・

不法行為）を定めた部分によって構成されている。 
関連する特別法とは、従前より、仮登記担保契約に関する法律、利息制限法、消費者契約法（第

１章及び第２章）、借地借家法としてきたが、本年より、動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する

民法の特例等に関する法律、製造物責任法を新たに加える。 
家族法すなわち家族関係に固有の法領域（民法第４編［親族］、同５編［相続］）については、当

分の間、出題範囲から除外する。 

＜出題項目の例＞ 
１．民法総論 

⑴ 民法における基本原則 
権利能力平等の原則 所有権絶対の原

則 契約自由の原則・私的自治の原則 

過失責任主義 
⑵ 民法と一般条項 

公共の福祉 信義誠実の原則 権利濫

用の禁止 
２．民法総則 
⑴ 財産権及び取引の主体 

自然人 権利能力 制限能力者制度 

法人 法人の能力 法人の不法行為責

任 権利能力なき社団・財団 
⑵ 財産権及び取引の客体 

物 不動産・動産 主物・従物 果実 
⑶ 取引の内容及び効力 

法律行為 意思表示 法律行為の有効

要件 心裡留保 虚偽表示 錯誤 詐

欺・強迫 誤認 不当条項 無効及び取

消 条件 期限 
⑷ 代理 

代理の意義 自己契約と双方代理 表

見代理 無権代理 
⑸ 時効 

時効の意義 援用 中断 停止 取得

時効 消滅時効 除斥期間 
３．物権 

⑴ 物権 
物権の意義 物権法定主義 物権の効

力 物権的請求権 
⑵ 物権変動 

意思主義 対抗要件 登記制度 不動

産物権変動 動産物権変動 混同 
⑶ 占有権 

占有権の意義 占有権の態様 占有訴

権 即時取得 
⑷ 所有権 

所有権の意義 所有権の原始取得 共

有 
⑸ 用益物権 

地上権 地役権 
４．担保物件 

⑴ 法定担保物権 
留置権 先取特権 

⑵ 約定担保物権 
質権 抵当権 根抵当権 

⑶ 非典型担保 
仮登記担保 譲渡担保 所有権留保 

５．債権 
⑴ 債権の目的 

特定物債権 種類債権 金銭債権 選

択債権 
⑵ 債権の履行・不履行 

債務不履行（履行遅滞、履行不能、不完
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全履行） 受領遅滞 履行の強制 債務

不履行による損害賠償 損害賠償の範

囲 過失相殺 金銭債務の特則 賠償

額の予定 
⑶ 債権者代位権及び詐害行為取消権 
⑷ 多数当事者の債権関係 

分割債権・分割債務 不可分債権・不可

分債務 連帯債務 保証債務 貸金等

根保証契約 不真正連帯債務 
⑸ 債権・債務の移転 

債権譲渡 債務引受 契約上の地位の

移転 
⑹ 債権の消滅 

弁済 代物弁済 弁済の提供 供託 

弁済による代位 相殺 更改 免除 

混同 
６．契約 
⑴ 契約の成立 

申込みと承諾 契約準備段階の過失 

⑵ 契約の効力 
同時履行の抗弁 危険負担 第三者の

ためにする契約 

⑶ 契約の解除 
履行遅滞と解除 履行不能と解除 不

完全履行と解除 解除権の行使 解除

の効果 解除権の消滅 継続的契約の

解除 事情変更の原則 
⑷ 典型契約 

贈与 売買 交換 消費貸借 使用貸

借 賃貸借 雇用 請負 委任 寄託 

組合 終身定期金 和解 
７．法定債権関係 
⑴ 事務管理 
⑵ 不当利得 

不当利得の要件 不当利得の効果 非

債弁済 不法原因給付 

⑶ 不法行為 
故意・過失 権利・法益侵害 因果関係 

損害 損害賠償 責任無能力者の監督

義務者の責任 使用者責任 工作物責

任 共同不法行為 過失相殺 不法行

為に基づく損害賠償請求権の期間制限 

製造物責任 
 

 

統 計 学 

統計学の分野には、記述統計とデータ解析、確率、推測統計、相関・回帰分析の基礎が含まれる。

＜出題項目の例＞ 
Ⅰ 記述統計と確率 

１．記述統計 

⑴ 度数分布表とヒストグラム 

⑵ 平均、中央値、最頻値などの位置の尺

度 

⑶ 分散、標準偏差、変動係数、分位点 

⑷ 散布図、共分散、相関係数 

⑸ ローレンツ曲線、ジニ係数 

⑹ 時系列データと移動平均 

⑺ 価格指数、数量指数 

２．確率 

⑴ 事象と確率空間 

⑵ 同時確率、周辺確率、条件付確率 

⑶ 事象の独立性 

⑷ ベイズの定理 

⑸ 基本的な確率の計算 

３．確率分布と期待値 

⑴ 離散型確率変数と連続型確率変数 

⑵ 確率関数、確率密度関数、分布関数 

⑶ 同時分布、周辺分布、条件付分布 

⑷ 期待値と積率（モーメント） 

⑸ 確率変数の独立性 

⑹ 分散、標準偏差、歪度、尖度 

⑺ 共分散と相関係数 

⑻ 条件付期待値、条件付分散・共分散 

⑼ 事前分布と事後分布 

４．さまざまな確率分布 

⑴ 二項分布 

⑵ 超幾何分布、ポアソン分布などの離散

分布 

⑶ 正規分布 

⑷ カイ二乗分布、ｔ分布、Ｆ分布 

⑸ 指数分布、ガンマ分布、ベータ分布 

⑹ 対数正規分布など、その他の連続分布 

 

Ⅱ 推測統計・変数間の関係 

１．母集団と標本 

⑴ 有限母集団と無限母集団 

⑵ 復元抽出と非復元抽出 

⑶ 層別抽出、多段抽出などの抽出法 

⑷ 標本誤差と非標本誤差 

⑸ 大数の法則 

⑹ 中心極限定理 

⑺ 実験計画の考え方 

２．推定 

⑴ 統計量、推定量 

⑵ 不偏性、一致性 

⑶ 漸近正規性 

⑷ 最良（線形）不偏推定量 

⑸ 頑健な推定量 

⑹ ベイズ決定理論 

３．区間推定 
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⑴ 信頼係数と信頼区間 

⑵ 平均に関する区間推定 

⑶ 比率に関する区間推定 

⑷ 分散に関する区間推定 

４．仮説検定 

⑴ 帰無仮説と対立仮説、二種類の過誤 

⑵ 有意水準、Ｐ値 

⑶ 片側検定と両側検定 

⑷ 平均に関する検定 

⑸ 比率に関する検定 

⑹ 分散の検定 

⑺ 分散比の検定 

⑻ 分割表におけるカイ二乗検定 

５．相関係数と回帰分析 

⑴ 無相関性の検定 

⑵ 回帰モデル（単回帰と重回帰） 

⑶ 最小二乗法とガウス・マルコフの定理 

⑷ 外れ値と頑健な推定法 

⑸ 回帰係数の有意性検定（ｔ検定、Ｆ検

定） 

⑹ 決定係数、重相関係数、共線性 

⑺ １元・２元配置分散分析とＦ検定 

⑻ 共分散分析とダミー変数 

⑼ 誤差項の系列相関、ダービン・ワトソ

ン検定 

⑽ 時系列モデル、ランダム・ウォーク 
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